
次のいずれかに該当する
①年金収入が年400万円以上である
②公的年金源泉徴収票に記載されている
内容に変更がある
③医療費控除の適用を受ける
④生命保険控除の適用を受ける
⑤寄附金控除の適用を受ける
⑥新規に住宅借入金等特別控除の適用を
受ける


